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株主各位

証券コード　5982
2024年５月14日

株　主　各　位
東京都台東区根岸二丁目19番18号

代表取締役社長　渡　辺　恵　一

第63回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第63回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知
申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、
ご確認くださいますようお願い申しあげます。
　　当社ウェブサイト　http://www.maruzen-kitchen.co.jp/

（トップページより「投資家の皆様へ」、「株主総会」を選択のうえ、ご確
認くださいますようお願い申しあげます。）

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウ
ェブサイトにも掲載しておりますので、以下にアクセスして、銘柄名（マルゼ
ン）または証券コード（5982）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／
ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　　東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　　
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　なお、当日のご出席に代えて、インターネットまたは書面により議決権を行使
することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、
2024年５月28日（火曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますよう
お願い申しあげます。

敬　具
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株主各位

１．日　　時 2024年５月29日（水曜日）午前10時 （受付開始 午前９時）
２．場　　所 東京都台東区根岸二丁目19番18号

当社本社　２階多目的ホール
ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。

　３．目的事項
報告事項 １. 第63期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人および監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２. 第63期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）計算
書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役２名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
⑴ インターネットによる方法と議決権行使書と重複して議決権を行使され

た場合は、インターネットによる議決権行使を有効なものといたしま
す。また、インターネットによる方法で複数回議決権を行使された場合
は、最後に行われたものを有効なものといたします。

⑵ ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示をさ
れない場合は、賛成の表示があったものとして取り扱います。

⑶ 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方
１名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を
証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

     

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブ
サイトおよび東証ウェブサイトにその旨、修正前の事項および修正後の事項を
掲載させていただきます。

本書類は交付書面を兼ねております。また本書類は書面交付請求いただいた株
主様を含めて、全ての株主様にお送りしております。

－ 2 －



2024/04/30 16:09:01 / 23064767_株式会社マルゼン_招集通知_電子提供措置用

議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますよ
うお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出ください。

次ページの案内に従って、議案
の賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示のうえ、ご返送
ください。

日　時 行使期限 行使期限

2024年５月29日（水曜日）

午前１０時（受付開始:午前９時）

2024年5月28日（火曜日）

午後６時入力完了分まで
2024年５月28日（火曜日）

午後６時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

こちらに、各議案の賛否をご記入ください。

賛成の場合　　　　「賛」の欄に○印
反対の場合　　　　「否」の欄に○印

第１、３号議案

第２号議案

全員賛成の場合　　「賛」の欄に○印
全員否認する場合　「否」の欄に○印
一部の候補者を
否認する場合

「賛」の欄に○印をし、否認
する候補者の番号をご記入
ください。

・インターネット等および書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効
な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後
に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の
表示があったものとしてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することな
く議決権行使ウェブサイトにログインすることができ
ます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

 0120-768-524
（受付時間　年末年始を除く9:00～21:00）
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事業の経過およびその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

(2023年 3 月 1 日から
2024年 2 月29日まで)
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過およびその成果

　当連結会計年度における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症によ
る行動規制が解除されたことなどにより経済活動は改善基調にあります。一
方、ロシア・ウクライナ情勢の長期化や中東情勢など国際情勢の悪化によ
り、資源価格の高騰など厳しい状況も続きました。当社グループの主要顧客
の一つである外食産業におきましては、消費活動や旅行など人流の回復が見
られ、またインバウンド需要も回復して業況は大きく改善しています。一
方、中食産業におきましては、光熱費や諸物価の値上がりの中で顧客の節約
志向が高まるなど、業種・業態によりその状況は様々です。
　このような状況の中、当連結会計年度の売上高は、605億96百万円（前期
比5.3％増）、営業利益は48億57百万円（同35.7％増）、経常利益は53億
円（同29.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては37億
８百万円（同31.7％増）となり、売上、利益とも過去最高となりました。
　セグメントの業績は次のとおりであります。
①　業務用厨房部門「業務用厨房機器製造販売業」

　主たる事業の業務用厨房部門では、当社グループの多岐にわたる販売先
業種・業態のお客様に対し、業界随一の豊富で多種多様なオリジナル製品
の中で、高品質・高機能・低価格で安全性も高い厨房機器や、省エネ、作
業環境の向上などＳＤＧｓにも貢献する厨房機器の提供、またサービスメ
ンテナンス体制の強化等に積極的に取り組みました。新型コロナの規制が
解除されたことにより、インバウンドを含めた人流や消費活動の回復を受
けた外食チェーンやホテル・旅館向け販売、一般飲食店向けなどへのルー
ト販売が好調に推移し増収となりました。また、2023年１月の製品価格
の値上げが浸透したことや営業部門による荒利改善活動などにより、高止
まりしている原資材コストや人的投資に伴う人件費の増加を吸収すること
が出来て、利益ベースでも大きく改善いたしました。
　以上の結果、売上高は573億73百万円（前期比4.8％増）、営業利益は
51億73百万円（同27.5％増）となりました。

②　大型製パン機械部門「大型製パン機械製造販売業」
　大型製パン機械部門では、国内外の製パンメーカーや異業種の各種食品
工場に向けて拡販に取り組みました。その結果、売上高は26億61百万円
（前期比20.4％増）、営業利益は１億８百万円（前年同期は営業損失１億
18百万円）となりました。
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事業の経過およびその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

③　ビル賃貸部門「ビル賃貸業」
　５物件を有する土地と資金の有効活用を目的としたビル賃貸部門の業績
は計画通り推移し、売上高は５億86百万円（前期比0.5％減）、営業利益
は３億98百万円（同2.0％減）となりました。

⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資総額は、８億６百万円で、これらに伴う資金
は、全額自己資金により充当いたしました。

⑶　資金調達の状況
　該当事項はありません。

⑷　対処すべき課題
　主たる販売先である外食・中食市場におきましては、新型コロナによる行
動規制が解除されたことから客足の回復傾向が見られますが、原材料価格や
光熱費の高騰、人件費の上昇などにより業界を取り巻く環境は依然として先
行き不透明な状況が続いています。
　当社グループの販売先は、レストラン・ラーメン・居酒屋チェーン等の外
食産業、学校・病院・福祉施設等の集団給食、さらにはスーパー・コンビ
ニ・ドラッグストア・弁当惣菜等の中食産業に至るまで非常に幅広く、多品
種少量が特徴であります。
　当社グループといたしましては、これら幅広い業種業態のお客様に対応す
るため、時代のニーズにマッチした自社オリジナル製品のラインアップ拡充
とあわせ、営業提案、短納期、アフターサービス、お客様専用の特注製品対
応にいたるまでの総合的なサービス体制の充実に努めております。また、東
南アジアを中心とした海外販売への取り組みも強化してまいります。
　さらにはメーカーとして高品質・高機能・低価格で安全性も高い厨房機器
や、省エネ、作業環境の向上などＳＤＧｓにも貢献する厨房機器の開発・製
造を行って自社製品比率の向上につなげ、かつ、サービスメンテナンス体制
の強化、消耗品・保守契約等の販売を強化して、収益力の向上につなげてま
いります。一方では、業務効率化、生産性の向上等、効率経営を強化してコ
スト削減を推進してまいります。
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直前３事業年度の財産および損益の状況

期別

区分
第60期

2020年度
第61期

2021年度
第62期

2022年度
第63期

2023年度
(当連結会計年度)

百万円
売 上 高 45,410 52,825 57,532 60,596

百万円
経 常 利 益 3,710 4,236 4,080 5,300

百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 2,504 2,873 2,815 3,708

円
１株当たり当期純利益 154.78 177.46 173.77 230.48

百万円
総 資 産 55,295 61,755 65,558 67,883

百万円
純 資 産 39,070 41,471 43,390 45,272

円
１ 株 当 た り 純 資 産 額 2,414.32 2,560.68 2,677.12 2,863.15

⑸　直前３事業年度の財産および損益の状況
①　企業集団の財産および損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき、また、１株当たり純資
産額は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお、それぞれ自己株式数
を控除した株式数によって算出しております。

２. １株当たり純資産額の算定上、「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した
株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を自己株式として処理
しているため、期末発行済株式数から当該株式数を控除しております。

３. １株当たり当期純利益の算定上、「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定し
た株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を自己株式として処
理しているため、期中平均株式数から当該株式数を控除しております。

４. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第62
期の期首から適用しており、第62期以降の各数値については、当該会計基準等を適用
した後の指標等となっております。
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直前３事業年度の財産および損益の状況

期別

区分
第60期

2020年度
第61期

2021年度
第62期

2022年度
第63期

2023年度
（当事業年度）

百万円
売 上 高 43,141 50,985 55,358 57,959

百万円
経 常 利 益 3,086 3,985 3,873 5,116

百万円
当 期 純 利 益 2,093 2,709 2,626 3,580

円
1株当たり当期純利益 129.42 167.34 162.08 222.48

百万円
総 資 産 49,830 55,393 58,594 61,290

百万円
純 資 産 36,092 38,359 40,120 41,916

円
１ 株 当 た り 純 資 産 額 2,230.26 2,368.54 2,475.36 2,650.94

②　当社の財産および損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき、また、１株当たり純資
産額は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお、それぞれ自己株式数
を控除した株式数によって算出しております。

２. １株当たり純資産額の算定上、「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した
株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を自己株式として処理
しているため、期末発行済株式数から当該株式数を控除しております。

３. １株当たり当期純利益の算定上、「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定し
た株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を自己株式として処
理しているため、期中平均株式数から当該株式数を控除しております。

４. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第62
期の期首から適用しており、第62期以降の各数値については、当該会計基準等を適用
した後の指標等となっております。
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主要な事業内容、主要な事業所および工場、従業員の状況、重要な親会社および子会社の状況、主要な借入先
の状況

会 社 名 主 な 事 業 内 容

株 式 会 社 マ ル ゼ ン 業務用厨房機器の仕入および販売並びにビルの賃貸

マルゼン工業株式会社 業務用厨房機器の製造および当社への販売

株式会社フジサワ・マルゼン 大型製パン工場設備・機器の製造、販売および当社への販売

台湾丸善股份有限公司 業務用厨房機器の台湾での販売

Maruzen（Thailand）Co.,Ltd. 業務用厨房機器のタイ王国での販売

⑹　主要な事業内容（2024年２月29日現在）
　当社グループは、当社および子会社４社で構成されております。
　各社の主な事業内容は次のとおりであります。

名 称
所 在 地

当 社 マルゼン工業株式会社

本社・営業本部・東京支社 本 社 東京都台東区

大 阪 支 社 － 大阪府大阪市西区

名 古 屋 支 社 － 愛知県名古屋市中村区

北日本物流センター 東 北 工 場 青森県十和田市

西日本物流センター 九 州 工 場 福岡県八女郡

東日本物流センター 首 都 圏 工 場 埼玉県春日部市

⑺　主要な事業所および工場（2024年２月29日現在）

セ グ メ ン ト 名 従 業 員 数 （ 人 ） 前期末比増減（人）

業 務 用 厨 房 機 器 製 造 販 売 業 1,162 （350） － （ 15）

大 型 製 パ ン 機 械 製 造 販 売 業 67 （  18） △2 （   2）

ビ ル 賃 貸 業 1 （　－） － （  －）

全　　　社　　　（共　　　通） 41 （  24） △1 （   2）

合 　 計 1,271 （392） △3 （ 19）

⑻　従業員の状況（2024年２月29日現在）
①　企業集団の従業員の状況

（注）１. 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外か
らの出向者を含む。）であり、臨時雇用者は（　）に年間の平均人員を外数で記載し
ております。

２. 全社（共通）として記載されている従業員および臨時雇用者は、特定のセグメントに
区分できない管理部門に所属しているものであります。
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主要な事業内容、主要な事業所および工場、従業員の状況、重要な親会社および子会社の状況、主要な借入先
の状況

従 業 員 数 （ 人 ） 前期末比増減（人） 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

828(195) △12(11) 40歳６カ月 14年４カ月

②　当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（　）に年間の平均人員を外数で記載しており
ます。

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

マルゼン工業株式会社 10百万円 100.0％ 業務用厨房機器の製造および当社
への販売

株 式 会 社
フ ジ サ ワ ・ マ ル ゼ ン 10百万円 100.0％ 大型製パン工場設備・機器の製

造、販売および当社への販売

⑼　重要な親会社および子会社の状況（2024年２月29日現在）
①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

⑽　主要な借入先の状況（2024年２月29日現在）
　該当事項はありません。

⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 10 －



2024/04/30 16:09:01 / 23064767_株式会社マルゼン_招集通知_電子提供措置用

会社の株式に関する事項

①　発行可能株式総数 65,000,000株
②　発行済株式の総数 19,780,000株
③　株主数 2,782名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 マ サ ト ヨ 3,739千株 22.92％
株式会社ＵＨ Ｐａｒｔｎ
ｅｒｓ　２ 1,344 8.24

光 通 信 株 式 会 社 1,183 7.25

渡 辺 恵 一 1,013 6.21
株式会社ＵＨ Ｐａｒｔｎ
ｅｒｓ　３ 569 3.49

マ ル ゼ ン 従 業 員 持 株 会 524 3.21

渡 辺 雄 大 514 3.15
株式会社日本カストディ銀
行（信託Ｅ口） 497 3.04

石 　 川 　 し の ぶ 484 2.97

渡 辺 直 子 337 2.06

対 象 者 株 式 数 交 付 対 象 者

取締役（社外取締役を除く） 13,500株 ８名

２．会社の株式に関する事項
⑴　株式の状況（2024年２月29日現在）

④　大株主

（注）１．上位10名の株主を記載しております。
２．持株比率は、自己株式（3,470千株）を控除して計算しております。

なお、当該自己株式には「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した株式会
社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式497千株は含まれておりませ
ん。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として交付された株式

（注）１．当社の株式報酬制度につきましては、14頁「３．会社役員に関する事項⑷ 取締役お
よび監査役の報酬等③　業績連動報酬、非金銭報酬に関する方針に記載のとおりであ
ります。

２．上記の株式は、全て譲渡制限付株式報酬として交付された株式であります。

－ 11 －
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会社の株式に関する事項

⑥　その他株式に関する重要な事項
(a) 自己株式の取得

　当社は、資本効率の向上および株主還元の拡充を図るため、2023年９
月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読
み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る
事項について、取得株式総数500,000株（上限）、取得総額1,500,000
千円（上限）を決議し、2024年２月29日現在で当該株式462,000株を
1,106,790千円で取得済みであります。

(b) 株式給付信託（J－ESOP）の導入
　当社は、2023年11月13日開催の取締役会において、当社の株価や当
社グループの業績と当社グループの従業員の処遇の連動性をより高め、
経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価および業績向上
への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、当社の従業員並び
にグループ会社の役員および従業員に対して自社の株式を給付するイン
センティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」を決議し、導入しており
ます。

⑵　新株予約権等の状況（2024年２月29日現在）
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況
　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に対し交付した新株予約
権の状況

　該当事項はありません。
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地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 渡 辺 恵 一
マルゼン工業株式会社代表取締役社長
株式会社フジサワ・マルゼン代表取締役社長
台湾丸善股份有限公司董事長
Maruzen（Thailand）Co.,Ltd.代表取締役社長

取 締 役 副 社 長 渡 辺 雄 大 営業本部長兼海外営業・商品購買担当
株式会社フジサワ・マルゼン取締役副社長

専 務 取 締 役 萬 實 房 男
管理本部長
マルゼン工業株式会社専務取締役
台湾丸善股份有限公司監察人

常 務 取 締 役 山 野 井 　 　 　 誠 東関東・南関東・信越・北海道・東北事業部担当
常 務 取 締 役 竹 原 直 之 近畿・中部・九州事業部担当
取 締 役 箭 内 　 隆 首都圏事業部・営業開発部担当兼首都圏事業部長
取 締 役 種 村 浩 樹 中四国事業部長
取 締 役 君 塚 浩 二 経理・財務グループ部長
取 締 役 中 丸 　 康
取 締 役 矢 部 孝 治

常 勤 監 査 役 久 野 敬 之 マルゼン工業株式会社監査役
株式会社フジサワ・マルゼン監査役

監 査 役 長 坂 　 修 税理士
監 査 役 棚 橋 雅 昭

３．会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の状況（2024年２月29日現在）

（注）１. 取締役　中丸　康氏および矢部孝治氏は、社外取締役であります。
２. 常勤監査役　久野敬之氏、監査役　長坂　修氏および棚橋雅昭氏は、社外監査役であ

ります。
３. 監査役　長坂　修氏は税理士資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
４. 当社は、社外取締役および社外監査役の全員を株式会社東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
５. 監査役　古明地　宏氏は、2023年５月25日付の定時株主総会終結の時をもって、社

外監査役を辞任しております。
６. 常務取締役　竹原直之氏は、2024年２月29日付で取締役を辞任しております。

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定
に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限
定する契約を締結しております。
　なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役
が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに
限られます。
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⑶　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社
および当社の子会社の取締役および当社監査役であり、被保険者は保険料を
負担しておりません。当該保険契約により被保険者の職務の執行に関し責任
を負うこと、または、当該責任の追及にかかる請求を受けることによって生
ずることのある損害が塡補されることとなります。ただし、被保険者の職務
の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反の行為のあること
を認識して行った行為に起因して生じた損害などは塡補の対象としないこと
としております。

⑷　取締役および監査役の報酬等
①　役員報酬等の内容の決定に関する方針

　取締役の報酬については、2021年２月21日開催の取締役会決議によ
り、決定方針を定めて、その報酬内容は基本報酬および業績連動報酬並び
に非金銭報酬で構成されております。

②　基本報酬に関する方針
　取締役の基本報酬額は、月例の固定報酬として、役位、職責、在任年数
に応じて当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案
して決定しております。

③　業績連動報酬、非金銭報酬に関する方針
　業績連動報酬の役員賞与は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高
めるため業績指標を反映した現金報酬とし、各事業年度の連結経常利益の
目標値に対する達成度合いに応じて算出された額を賞与として毎年、一定
の時期に支給しております。
　加えて非金銭報酬の譲渡制限付株式報酬は、当社の企業価値の持続的な
向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様と対象取締役と
の一層の価値共有を進めることを目的として、役位、職責、在任年数等に
応じて毎年、一定の時期に株式による支給を取締役会にて決定しておりま
す。

④　取締役の個人別の内容の決定に関する方針
　取締役の個人別の報酬額については、基本報酬、業績連動報酬、非金銭
報酬の決定について、代表取締役社長渡辺恵一がその具体的内容について
委任を受けるものとし、各取締役の役割と責務および業績貢献度並びに在
任年数等を総合的に判断して、個人別報酬配分決定権限を委任された代表
取締役社長渡辺恵一が適切に決定します。委任した理由は、当社全体の業
績等を勘案しつつ各取締役の業績成果を判断するには、代表取締役社長が
適任と判断したためであります。
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区 分 報 酬 等 の 額
（千円）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 千 円 ） 対象となる役員
の員数（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

229,413 149,950 52,940 26,523 10
(4,556) (2,640) (1,916) (－) (2)

監 査 役
（うち社外監査役）

9,555 6,545 3,010 (－) 3
(9,555) (6,545) (3,010) (－) (3)

合 計
（うち社外役員）

238,968 156,495 55,950 26,523 13
(14,111) (9,185) (4,926) (－) (5)

取締役 年額 300,000千円
監査役 年額 30,000

⑤　当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 2012年５月24日開催の第51回定時株主総会の決議による報酬限度額（使用人兼務取

締役の使用人分給与相当額は含まない。）は次のとおりであります。なお、当該株主
総会終結時点の取締役の員数は６名で、監査役の員数は４名です。

また、2020年５月26日開催の第59回定時株主総会において、上記報酬額とは別枠
で、取締役に対して譲渡制限付株式報酬制度年額100,000千円以内（社外取締役を除
く。）とすることが決議されております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は９
名（うち社外取締役は２名）です。

３. 2020年５月26日開催の第59回定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止
し、退任時に当該退職金制度までの在任期間に対応する退職慰労金を打ち切り支給す
ることが決議されております。

４. 上記のほか、当事業年度に辞任した監査役１名に対して基本報酬210千円を支給して
おります。

⑸　社外役員に関する事項
①　社外取締役および監査役の活動状況

　当事業年度の取締役会には、社外取締役　中丸　康氏、矢部孝治氏およ
び常勤監査役　久野敬之氏、監査役　長坂　修氏は、開催された16回全
てに出席し、新任の監査役　棚橋雅昭氏は、2023年５月に就任以降に開
催された12回全てに出席して、会議では財務諸表関係、リスク管理関
係、法令遵守関係を含めた内部統制関連のみならず、グループ各社の諸施
策や当社をめぐる業界動向等についても活発な質疑、意見交換を行ってお
ります。
　なお、長坂　修氏は税理士としての専門的見地からの発言も行っており
ます。
　当事業年度の監査役会には、常勤監査役　久野敬之氏、監査役　長坂　
修氏は、開催された14回全てに出席し、新任の監査役　棚橋雅昭氏は、
2023年５月に就任以降10回全てに出席しております。監査結果や重要会
議の内容等についての報告や意見交換等を行うほか、監査の計画や方法等
について協議を行っております。
　古明地　宏氏は、2023年５月25日退任までに開催された取締役会４
回、監査役会４回への出席はありませんでした。
　また、社外役員は、経営トップと定期的に意見交換会を実施するととも
に、事業所やグループ会社の工場等の現場往査も行っております。
　なお、久野敬之氏はマルゼン工業株式会社および株式会社フジサワ・マ
ルゼンの監査役であります。マルゼン工業株式会社および株式会社フジサ
ワ・マルゼンは、当社の完全子会社であります。
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会社役員に関する事項、会計監査人に関する事項

②　社外役員が当社の親会社等または子会社等（当社を除く）から受けた役
員報酬等の総額

　該当事項はありません。

金 額

①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 40百万円
②　当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額 40百万円

４．会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の名称

ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人
（注）ＰｗＣあらた有限責任監査法人は2023年12月１日付でＰｗＣ京都監査法人と合併

し、名称をＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人に変更しております。

⑵　会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分はできませ
んので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積
りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人
の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社監査役会は、当該会計監査人が会社法第340条第１項に定められてい
る解任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みがないと判断した場
合、若しくは監督官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社の監査業務に
重大な支障をきたす事態が生じた場合には、株主総会に提出する会計監査人
の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要、業務の適正を確保するための体制の
運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

５．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
⑴ 当社および子会社の取締役並びに従業員の職務の執行が法令および定款に
適合することを確保するための体制

① 当社および子会社の取締役並びに従業員が法令および定款を遵守し業務
を適正に遂行するために、「取締役会規則」「就業規則」の中に関連規
程を定める。

② 監査役、監査役会および内部監査室を置き、それぞれ「監査役会規則・
監査役監査規則」「内部監査規程・内部監査実施要領」に則り、当社お
よび子会社の取締役並びに従業員の職務の執行が法令および定款に適合
していることを監査する。

③ コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス報告書により報告
された事項について、緊急を要する場合は随時、その他については月一
回の定例会議において討議し対処する。

④ 当社および子会社の取締役並びに従業員の法令違反に問われかねない職
務の執行等はコンプライアンス報告書により、事故・事件や自然災害並
びに当社および子会社の取締役並びに従業員の不正行為等は危機管理報
告書により適切に通報される体制を構築する。

⑵ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　情報の保存および管理が適切に実施されるために「文書管理規程」を定め
る。

⑶ 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 事業の推進に伴って生じるすべてのリスクを詳細に把握・分析し、これ

に備える。
(イ) 主要販売先・主要仕入先等の経営リスク
(ロ) 製品の不具合により生じる製造物責任リスク等
(ハ) 自社製品の販売比率低下により生じる財務リスク
(ニ) 製品の製造に係る原料の供給リスクや自然災害を含む生産途絶（減

少）リスク等
(ホ) 製品の供給や輸送インフラ等の不具合により生じるリスク
(ヘ) 当社の経営者の不適切な経営判断や優秀な幹部社員の退職等による人

的な経営リスク
(ト) 保有資産の外為、証券、不動産等の相場変動リスク
(チ) 知的財産について生じるリスク

② 危機管理委員会を設置し、危機管理報告書により報告された事項につい
て、緊急を要する場合は随時、その他については月一回の定例会議にお
いて討議し対処する。
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要、業務の適正を確保するための体制の
運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

③ メーカーとして製品の品質や安全性のレベル向上に重点を置き、外部検
査機関の検査基準に基づく製品作りを行う。また研究開発部門が製品の
抜き取り検査を実施し、かつガス燃焼製品については製造部門が規格製
品の全品検査、並びに特注オーダー製品の全品検査を実施し、検査結果
は毎月定例の経営会議において報告を行う。

④ 内部監査室は、各部署の業務全般における日々のリスクを把握し、リス
ク回避の指導を実施する。

⑷ 当社および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保
するための体制

① 効率良く迅速な意思決定が行えるシンプルでフラットな組織作りを重視
し、取締役会は経営環境の変化に迅速に対応できるスピード経営をモッ
トーに構成する。

② 取締役は「取締役会規則」「業務分掌規程」「職務権限規程」に則り、
適正に職務を執行する。

③ 毎月定例の取締役会および当社と子会社とで合同で行う経営会議等の重
要会議を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催して十分な議
論を行い、重要事項に関しては迅速かつ的確な意思決定を行う。

④ グループ企業理念並びに全社共通目標を基に、中・長期計画および単年
度計画を策定し、企業集団全体での意思統一により効率的に職務を執行
できる体制を確保し、かつ業績の進捗管理を行う。

⑸ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 企業集団として統一の経営理念を定める。
② 毎月定例の取締役会および経営会議等の重要会議には、子会社取締役が

参加して月次の業績報告等を行うほか、十分な意見交換並びに必要な指
導により業務の適正を確保する。

③ コンプライアンス委員会、危機管理委員会は子会社取締役を含めて組織
する。

④ 当社の内部監査室が子会社の監査も実施し、その監査結果は適宜に代表
取締役社長に報告するほか、毎月定例の経営会議において報告を行う。

⑹ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　当社が定める「関連会社管理規程」に基づき、子会社の経営の基本方針お
よび計画に関する事項については事前に当社と協議を行うものとし、毎月の
営業成績、取締役会の議事、その他重要な事項については定時報告を行うも
のとする。
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要、業務の適正を確保するための体制の
運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑺ 当社の監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合にお
ける当該従業員に関する事項

　監査役が求めた場合、その職務を補助する従業員を選任する。従業員の人
選等については監査役会の意向を尊重し、協議の上決定する。

⑻ 前号の従業員の当社の取締役からの独立性に関する事項並びに監査役の当
該従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役の職務補助者として選任した従業員は、監査役から要請を受けた業
務に関して上長の指揮命令を受けないものとし、またその従業員の異動、評
価、懲戒等は予め監査役会の意見を尊重して決定する。また当該従業員は監
査役の要請を受けた業務を優先して従事するものとする。

⑼ 当社および子会社の取締役並びに従業員が当社の監査役に報告するための
体制その他の監査役への報告に関する体制並びに報告をしたものが当該報
告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保するため
の体制

① 監査役は、毎月定例の取締役会並びに当社と子会社とで合同で行う経営
会議等の重要会議に出席し、重要事項は適宜報告を受けられる体制と
し、かつ必要に応じて当社および子会社の取締役並びに従業員に対し報
告を求めることができることとする。なおコンプライアンス委員会、危
機管理委員会にもオブザーバーとして参加する。

② 当社および子会社の取締役並びに従業員は、会社に著しく影響を及ぼす
可能性のある事項が発生した場合、その都度監査役に報告するととも
に、当該事項に係るコンプライアンス報告書、危機管理報告書を含め、
稟議書および報告書等は、監査役にも回議する体制とする。

③ 当社は、監査役への報告を行った当社および子会社の取締役および従業
員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを
禁止し、その旨を当社および子会社の取締役並びに従業員へ周知する。

⑽ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続そ
の他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に
関する事項

　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の
請求をしたときは、当該請求が監査役または監査役会の職務の執行に必要で
ないと認められる場合を除き、その費用を負担する。
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要、業務の適正を確保するための体制の
運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑾ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、「監査役会規則」「監査役監査規則」に則り、取締役の職務

執行全般について監査を実施する。
② 監査役は、内部監査室と意見交換を密にして、全社的にコンプライアン

ス体制を監視・評価する。
③ 監査役は、代表取締役社長並びに監査法人とそれぞれ定期的に意見交換

を行う。

６．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
⑴ 内部統制システム全般について
　当社および当社グループ会社の内部統制システムが有効に機能しているか
について、当社の内部監査室が内部統制監査および内部監査を実施すること
により確認し、改善に取り組んでおります。

⑵ コンプライアンスについて
　当社および当社グループ会社が法律や企業倫理を遵守するために、毎月の
経営会議において、コンプライアンス委員会を開催し、コンプライアンスの
意識向上を図っております。

⑶ 危機管理について
　当社および当社グループ会社の事業活動が深刻な影響を及ぼす虞がある事
態を「危機」と定義し、毎月の経営会議において、危機管理委員会を開催
し、損失の極小化および再発の防止に対処しております。

７．会社の支配に関する基本方針
　特に方針を定めておりません。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主様への利益還元をもっとも重要な課題の一つと考え、配当を安
定的かつ継続的に行うことを基本方針としつつ、前期より連結配当性向の目安
を30％から40％に引き上げており、当期においても引き続き40％を目安とし
てまいります。また、内部留保につきましては、将来の安定拡大に向けた研究
開発や設備投資、マーケットシェア拡大のための投資等、企業価値向上のため
の投資に優先的に活用してまいります。
　当期の配当につきましては、期末配当金を１株当たり55円とし、中間の35
円と合わせて年間90円とすることといたしました。

［備　考］本事業報告記載の金額については、表示単位未満の端数を切り捨てて
表示しております。
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連結貸借対照表

（2024年２月29日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

48,551,962

33,067,889

693,652

1,052,566

6,995,180

2,956,923

1,419,961

1,750,107

618,588

△2,907

19,331,458

15,723,010

6,488,739

1,323,640

7,854,871

11,520

44,238

20,634

12,266

8,368

3,587,813

2,988,667

3,253

402,386

198,088

△4,583　

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 19,606,198
支払手形及び買掛金 4,082,110
電 子 記 録 債 務 10,415,549
リ ー ス 債 務 9,200
未 払 法 人 税 等 1,034,333
前 受 金 1,360,461
賞 与 引 当 金 760,000
役 員 賞 与 引 当 金 55,950
設 備 支 払 手 形 102,232
設備電子記録債務 289,425
そ の 他 1,496,934

固 定 負 債 3,005,193
リ ー ス 債 務 12,677
土地再評価に係る繰延税金負債 172,186
役員退職慰労引当金 31,400
退職給付に係る負債 2,003,258
長期設備支払手形 59,321
長期設備電子記録債務 390,893
そ の 他 335,455

負 債 合 計 22,611,391
（ 純  資  産  の  部 ）
株 主 資 本 48,222,966
資 本 金 3,164,950
資 本 剰 余 金 3,503,331
利 益 剰 余 金 46,733,004
自 己 株 式 △5,178,318

その他の包括利益累計額 △2,950,936
その他有価証券評価差額金 1,662,471
土地再評価差額金 △4,543,591
退職給付に係る調整累計額 △69,816

純 資 産 合 計 45,272,030
資 産 合 計 67,883,421 負 債 純 資 産 合 計 67,883,421

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

(2023年 3 月 1 日から
2024年 2 月29日まで)

（単位：千円）
科 　 　 　 　 目 金 　 　 　 　 額

売 上 高 60,596,747
売 上 原 価 44,343,105

売 上 総 利 益 16,253,641
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,396,099

営 業 利 益 4,857,541

営 業 外 収 益
受 取 利 息 260

受 取 配 当 金 57,862

固 定 資 産 賃 貸 料 22,574

仕 入 割 引 151,893

作 業 く ず 売 却 収 入 211,750

そ の 他 30,590 474,931

営 業 外 費 用

売 上 割 引 6,865

支 払 手 数 料 23,320

そ の 他 1,971 32,157

経 常 利 益 5,300,315

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,115 3,115

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 9,612 9,612

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,293,818
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,603,503

法 人 税 等 調 整 額 △ 18,605 1,584,897

当 期 純 利 益 3,708,921
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,708,921

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

(2023年 3 月 1 日から
2024年 2 月29日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,164,950 2,533,296 44,321,191 △3,276,852 46,742,585

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,297,108 △1,297,108

親会社株主に帰属する当期純利益 3,708,921 3,708,921

自 己 株 式 の 取 得 △2,647,123 △2,647,123

自 己 株 式 の 処 分 745,657 745,657

自 己 株 式 処 分 差 益 970,034 970,034

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － 970,034 2,411,813 △1,901,466 1,480,381

当 期 末 残 高 3,164,950 3,503,331 46,733,004 △5,178,318 48,222,966

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 土地再評価差額金 退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,218,263 △4,543,591 △26,572 △3,351,901 43,390,684

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,297,108

親会社株主に帰属する当期純利益 3,708,921

自 己 株 式 の 取 得 △2,647,123

自 己 株 式 の 処 分 745,657

自 己 株 式 処 分 差 益 970,034

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 444,208 － △43,243 400,964 400,964

当 期 変 動 額 合 計 444,208 － △43,243 400,964 1,881,345

当 期 末 残 高 1,662,471 △4,543,591 △69,816 △2,950,936 45,272,030

連結株主資本等変動計算書
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

連結子会社の範囲から除い
た理由

当該子会社については、小規模であり、合計の総資
産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利
益剰余金（持分に見合う額）等の額が、いずれも連結
計算書類に重要な影響を及ぼしていないためでありま
す。

持分法を適用していない非連
結子会社の名称

台湾丸善股份有限公司
Maruzen(Thailand)Co.,Ltd.

⑶ 連結子会社の事業年度等に関
する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致し
ております。

市場価格のない株式等以
外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲等に関する事項

⑴ 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 マルゼン工業株式会社

株式会社フジサワ・マルゼン
②　非連結子会社の状況

非連結子会社の名称 台湾丸善股份有限公司
Maruzen(Thailand)Co.,Ltd.

⑵ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない理由 当該子会社については、当期純損益（持分に見合う
額）および利益剰余金（持分に見合う額）等からみ
て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす
影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない
ため持分法の適用範囲から除外しております。

２．会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券
子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

②　棚卸資産
製品、原材料、仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）
商品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

－ 24 －



2024/04/30 16:09:01 / 23064767_株式会社マルゼン_招集通知_電子提供措置用

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日
以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降取得の建物附属設備および構築
物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　８年～65年
機械装置及び運搬具　　４年～10年

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

ソフトウエア（自社利用分）については、社内におけ
る利用可能期間（５年間）に基づく定額法によってお
ります。

⑷ 退職給付に係る負債の計上基
準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職
給付債務から年金資産の額を控除した額を計上してお
ります。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により按分した額を、それぞれの発
生の翌連結会計年度から損益処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の
上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退
職給付に係る調整累計額に計上しております。

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

⑶ 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準に基
づき計上しております。

③　役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担
すべき支給見込額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金 国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備える
ため、内規による期末要支給額を計上しております。

⑤　株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員等の当社株式の給付に備
えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の
見込額に基づき計上しております。
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑸ 重要な収益および費用の計上
基準

①　業務用厨房機器製造販売業 業務用厨房機器製造販売業においては、業務用厨房機
器の熱機器（スチームコンベクションオーブン、フラ
イヤー、ガスレンジ、食器洗浄機、ゆで麵機等）およ
び作業機器（作業台、シンク等）並びに部品他の製造
および販売並びに厨房機器の仕入商品（冷機器、調理
サービス機器）の販売を行っております。
製品および商品の販売に係る収益は、当社から製品お
よび商品を運送して設備人員が据付を行う設備設置取
引並びに他社商品メーカーから顧客に直接運送を行う
直送取引においては、顧客の指定する納品場所での据
付作業が完了した時点で、当該製品および商品に対す
る財又はサービスの支配が移転して、履行義務を充足
したと判断し、当該時点で収益を認識しております。
設備設置を伴わない取引、又は備品や消耗品等の梱包
発送取引による製品および商品の販売に係る収益は、
国内販売において出荷時から当該製品および商品の支
配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である
場合には、出荷時に収益を認識しております。
修理保守に係る収益は、主に販売した製品又は商品の
修理保守であり、顧客の依頼による修理が完了した時
点又は保守契約に基づく定期点検が完了した時点で履
行義務を充足したと判断し、当該時点で収益を認識し
ております。
いずれの事業の収益も、顧客との契約において約束さ
れた金額で測定しており、その対価は履行義務を充足
してから主として１年以内に受領しております。
なお、重要な金融要素は含んでおりません。
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

②　大型製パン機械製造販売業 大型製パン機械製造販売業においては、大規模施設の
製パンや製菓ライン向けの機器として、大型製パン機
械（工場用オーブン、ミキサー、モルダー、丸目機
等）製造および販売並びに大型製パン関連機械の仕入
商品の販売を行っております。
顧客自身での据付および使用開始が不可能な製品およ
び商品の販売で、本稼働のための機械動作確認や試運
転等で顧客に引渡しまで期間を要する取引による製品
および商品の販売に係る収益は、顧客が検収した時点
で当該製品および商品に対する財又はサービスの支配
が移転して、履行義務を充足したと判断し、当該時点
で収益を認識しております。
備品や消耗品等の梱包発送取引による製品および商品
の販売に係る収益で、国内取引においては、出荷時か
ら当該製品および商品の支配が顧客に移転されるまで
の期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を
認識しております。また、国外取引においては、船積
日を基準として収益を認識しております。
修理および部品交換に係る収益は、主に販売した製品
又は商品の修理並びに部品交換であり、顧客が検収し
た時点で当該サービスの支配が移転して、履行義務を
充足したと判断し、当該時点で収益を認識しておりま
す。
いずれの事業の収益も、顧客との契約において約束さ
れた金額で測定しており、その対価は履行義務を充足
してから主として１年以内に受領しております。
なお、重要な金融要素は含んでおりません。

⑹ 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月
17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時
価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用
指針が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
　なお、これによる、当連結会計年度の連結計算書類に与える影響はありません。
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

（会計上の見積りに関する注記）
（退職給付に係る負債）
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

退職給付に係る負債　2,003,258千円
２．識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループの退職給付費用、退職給付債務は割引率、昇給率、死亡率等さまざまな仮定
に基づき算出しております。この内割引率は、国債の市場利回りに基づき算定しておりま
す。また、年金資産の長期期待運用収益率は各年金制度の年金運用資産方針に基づき決定し
ております。これらの見積りに用いた仮定には将来の不確実性を伴うため、見積りの仮定に
変更が生じた場合には、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な
影響を与える可能性があります。

（追加情報に関する注記）
（自己株式の取得）

　当社は、資本効率の向上および株主還元の拡充を図るため、2023年９月14日開催の取締
役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規
定に基づき、自己株式取得に係る事項について、取得株式総数500,000株（上限）、取得総
額1,500,000千円（上限）を決議しております。
　なお、2024年２月29日現在、自己株式を462,000株、1,106,790千円で取得済みであり
ます。

（株式給付信託における取引の概要等）
　当社の株価や当社グループの業績と当社グループの従業員の処遇の連動性をより高め、経
済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価および業績向上への従業員の意欲や士
気を高めることを目的として「株式給付信託（J－ESOP）」（以下、「本制度」といいま
す。）を導入しております。

１．取引の概要
　当社およびグループ会社は、従業員等に対し役職等に応じてポイントを付与し、一定の条
件により受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業
員等に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信
託財産として分別管理するものとします。本制度の導入により、従業員等の株価および業績
向上への関心が高まり、これまで以上に業績達成に向けて意欲的に業務に取り組むことが期
待されます。

２．信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用を除く。）により純資産の
部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当連結会
計年度1,391,382千円、497千株であります。
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．有形固定資産の減価償却累計額 20,236,167千円

再評価を行った土地の期末における時価と
再評価後の帳簿価額との差額

334,151千円

（上記差額のうち賃貸等不動産に係るもの） 323,128千円

普通株式 19,780,000株

決 議 株式の種類 配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年 5 月25日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 729,358 45.00 2023年 2 月28日 2023年 5 月26日

2023年10月10日
取 締 役 会 普 通 株 式 567,749 35.00 2023年 8 月31日 2023年11月 6 日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年５月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 897,018 55.00 2024年２月29日 2024年５月30日

（連結貸借対照表に関する注記）

２．土地再評価
　「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土
地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号
に定める地価税の課税標準価格に合理的な調整を行い算出しております。
再評価を行った年月日 2002年２月28日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数

２．配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

　2024年５月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次
のとおり提案しております。

（注）2024年５月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀
行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金額27,340千円が含まれております。
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自己株式の種類 当 連 結 会 計 年 度
期首株式数（株）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数(株)

当 連 結 会 計 年
度末株式数(株)

普 通 株 式 3,572,034 1,012,422 616,400 3,968,056

３．自己株式の種類および株式数に関する事項

（注）１. 当連結会計年度末の自己株式数には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保
有する当社株式（当連結会計年度期首－株、当連結会計年度末497,100株）を含めて
表示しております。

２. 普通株式の自己株式の株式数の増加1,012,422株は、株式給付信託による取得
550,000株、取締役会決議による自己株式の取得462,000株、単元未満株式の買取り
等422株であります。

３. 普通株式の自己株式の株式数の減少616,400株は、株式給付信託への第三者割当によ
る自己株式処分による550,000株、当社役員への譲渡制限付株式付与による減少
13,500株、株式給付信託（J－ESOP）における従業員等への自己株式の給付による
減少52,900株によるものであります。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、基本として自己資金内での資金計画を行っております。
　資金運用については、主に流動性の高い金融資産で運用し、元本が保証されるか若しく
はそれに準じた安全性を確保しつつ、安定的な運用成果の得られるものを対象としており
ます。
　また、当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりません。

⑵ 金融商品の内容およびそのリスク
　営業債権である受取手形、売掛金および電子記録債権は、販売規程に基づき充分な与信
管理を行っております。また、一方で顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に長期保有を目的とした業務上の関係を有する企業の株式であり、
市場価格の変動リスクおよび発行体の信用リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが５カ月以内の支
払期日であります。
　預り保証金は、主に、賃貸契約に基づきテナントより預かっている金銭であります。
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴ 投 資 有 価 証 券 2,868,154 2,868,154 －
⑵ 長 期 貸 付 金 3,253

貸倒引当金（※１） △2,822
431 425 △6

資 産 計 2,868,586 2,868,580 △6
⑴ 長 期 設 備 支 払 手 形 59,321 58,825 △495
⑵ 長期設備電子記録債務 390,893 385,869 △5,023
⑶ 長 期 未 払 金 10,620 10,469 △151
⑷ 預 り 保 証 金 59,957 59,168 △788
負 債 計 520,792 514,332 △6,459

２．金融商品の時価等に関する事項
　2024年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、
次のとおりであります。
　なお、市場価格がない株式等については、次表の投資有価証券には、含まれておりませ
ん。
（（注）２．参照）
　また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、電子記録債権、支払手形、
電子記録債務、買掛金、未払法人税等、設備支払手形、設備電子記録債務は短期間で決済さ
れるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（※１）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（注）１．金融商品の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産
⑴　投資有価証券

これらは株式であり、時価については、取引所の価格によっております。
⑵　長期貸付金

長期貸付金は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、
その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値
により算定しております。

負　債
⑴　長期設備支払手形、⑵　長期設備電子記録債務、⑶　長期未払金

長期設備支払手形および長期設備電子記録債務並びに長期未払金は、金融機関か
らの新規借入を行った場合の利率等を想定して、当該支払手形および電子記録債
務並びに未払金が決済される期間に対応した現在価値に割り引いて算定しており
ます。

⑷　預り保証金
預り保証金の時価の算定方法は、契約期間に基づきその将来キャッシュ・フロー
を、国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定しております。
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区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
（千円）

非 上 場 株 式 等 120,513

区　　分
時　　価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投 資 有 価 証 券

その他有価証券

株式 2,868,154 － － 2,868,154

資　産　計 2,868,154 － － 2,868,154

２．市場価格がない株式等

これらについては、「投資有価証券」には含めておりません。
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプット
を用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察のできないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優位順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発に市場で取引
されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
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区　　分
時　　価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長 期 貸 付 金 － 425 － 425

資　産　計 － 425 － 425

長期設備支払手形 － 58,825 － 58,825

長期設備電子記録債務 － 385,869 － 385,869

長 期 未 払 金 － 10,469 － 10,469

預 り 保 証 金 － 59,168 － 59,168

負　債　計 － 514,332 － 514,332

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明
長期貸付金
　一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャ
ッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定し
ているため、その価格をレベル２の時価に分類しております。
長期設備支払手形および長期設備電子記録債務並びに長期未払金
　金融機関からの新規借入を行った場合の利率等を想定して、当該支払手形およ
び電子記録債務並びに未払金が決済される期間に対応した現在価値に割り引いて
算定しているため、その価格をレベル２の時価に分類しております。
預り保証金
　契約期間に基づきその将来キャッシュ・フローを、国債の利回り等適切な指標
で割り引いた現在価値により算定しているため、その価格をレベル２の時価に分
類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
１. 賃貸等不動産の概要

　当社では、東京都に介護型老人ホーム（土地を含む。）を、北海道札幌市、神奈川県、大
阪府にビジネスホテル（土地を含む。）を、埼玉県に物流倉庫（土地を含む。）を有してお
ります。なお、大阪府のビジネスホテルについては、当社の事務所として一部を使用してい
るため、「賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産」としております。
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
連結決算日におけ
る 時 価 （ 千 円 ）当連結会計年度期

首 残 高 （ 千 円 ）
当連結会計年度
増減額（千円）

当連結会計年度
末残高（千円）

賃 貸 等 不 動 産 2,299,583 △52,124 2,247,459 4,930,000
賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産 1,167,916 137,075 1,304,992 4,178,000

賃貸収益（千円） 賃貸費用（千円） 差 額 （ 千 円 ）

賃 貸 等 不 動 産 380,338 100,971 279,367
賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産 199,200 86,601 112,598

報 告 セ グ メ ン ト
計業務用厨房機器

製 造 販 売 業
大型製パン機械
製 造 販 売 業 ビ ル 賃 貸 業

熱 機 器 14,889,579 － － 14,889,579

作業機器
規 格 品 3,272,652 － － 3,272,652
オーダー品 3,863,744 － － 3,863,744

部 品 他 5,403,165 － － 5,403,165
冷 機 器 10,952,559 － － 10,952,559
調 理 サ ー ビ ス 機 器 18,992,027 － － 18,992,027
大 型 製 パ ン 機 械 － 2,504,162 － 2,504,162
大型製パン関連機械 － 132,692 － 132,692
顧客との契約から生じる収益 57,373,729 2,636,854 － 60,010,584
そ の 他 の 収 益 － － 586,163 586,163
外部顧客への売上高 57,373,729 2,636,854 586,163 60,596,747

２. 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額および当連結会計年度における主な変動並びに連結
決算日における時価および当該時価の算定方法

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額等を控除した金額でありま
す。

２. 時価の算定方法
不動産鑑定士による鑑定評価額および当該評価額に基づいて自社で算定した金額（指
標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

３. 賃貸等不動産に関する損益

（収益認識に関する注記）
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
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当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高）

受取手形 756,682
電子記録債権 1,068,009
売掛金 6,981,360

顧客との契約から生じた債権（期末残高）
受取手形 693,652
電子記録債権 1,052,566
売掛金 6,995,180

契約負債（期首残高） 1,464,460
契約負債（期末残高） 1,308,141

１．１株当たり純資産額 2,863.15円
２．１株当たり当期純利益 230.48円

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「２．会計方針に関する
事項⑸ 重要な収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３. 当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　契約資産および契約負債の残高等

（単位：千円）

（注）契約負債については、前受金の一部であり、顧客との契約に基づき、履行義務の充足前に
受領したものであります。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額
は、681,190千円であります。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の
便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契
約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する株式給付信託に係る当社株式は、
１株当たり純資産額算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めておりま
す。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自
己株式に含めております。
当該信託口が保有する当連結会計年度の当社株式の期末株式数は497千株であり、期中
平均株式数は52千株であります。

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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貸借対照表

（2024年２月29日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

43,433,140

33,005,783

693,652

969,365

6,764,954

435,768

16,368

1,030,425

37,230

479,991

△400

17,857,399

10,329,927

4,227,810

5,923,865

11,520

166,731

8,368

8,368

7,519,103

2,922,291

148,130

3,253

4,300,000

150,011

△4,583　

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 17,648,322
支 払 手 形 306,309
電 子 記 録 債 務 10,415,549
買 掛 金 2,664,212
リ ー ス 債 務 9,200
未 払 金 378,173
未 払 費 用 328,432
未 払 法 人 税 等 1,014,833
未 払 消 費 税 等 326,515
前 受 金 591,533
預 り 金 73,069
賞 与 引 当 金 611,000
役 員 賞 与 引 当 金 55,950
設 備 支 払 手 形 979
設備電子記録債務 4,334
そ の 他 868,229

固 定 負 債 1,725,641
リ ー ス 債 務 12,677
繰 延 税 金 負 債 18,402
土地再評価に係る繰延税金負債 172,186
退 職 給 付 引 当 金 1,197,539
そ の 他 324,834

負 債 合 計 19,373,963
（ 純  資  産  の  部 ）
株 主 資 本 44,797,696
資 本 金 3,164,950
資 本 剰 余 金 3,503,331
資 本 準 備 金 2,494,610
その他資本剰余金 1,008,721
自己株式処分差益 1,008,721

利 益 剰 余 金 43,307,734
利 益 準 備 金 354,000
その他利益剰余金 42,953,734
別 途 積 立 金 11,370,000
繰 越 利 益 剰 余 金 31,583,734

自 己 株 式 △5,178,318
評価・換算差額等 △2,881,119

その他有価証券評価差額金 1,662,471
土地再評価差額金 △4,543,591

純 資 産 合 計 41,916,576
資 産 合 計 61,290,540 負 債 純 資 産 合 計 61,290,540

貸　借　対　照　表
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損益計算書

(2023年 3 月 1 日から
2024年 2 月29日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 57,959,892

売 上 原 価 42,777,739

売 上 総 利 益 15,182,153

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,993,574

営 業 利 益 4,188,578

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 119,930

固 定 資 産 賃 貸 料 221,895

受 取 手 数 料 587,397

仕 入 割 引 134,144

そ の 他 98,062 1,161,430

営 業 外 費 用

支 払 手 数 料 224,805

そ の 他 8,835 233,640

経 常 利 益 5,116,368

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,129 2,129

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 9,559 9,559

税 引 前 当 期 純 利 益 5,108,938

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,543,479

法 人 税 等 調 整 額 △14,835 1,528,644

当 期 純 利 益 3,580,294

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

(2023年 3 月 1 日から
2024年 2 月29日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,164,950 2,494,610 38,686 2,533,296 354,000 11,370,000 29,300,547 41,024,547

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,297,108 △1,297,108

当 期 純 利 益 3,580,294 3,580,294

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

自 己 株 式 処 分 差 益 970,034 970,034

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 970,034 970,034 － － 2,283,186 2,283,186

当 期 末 残 高 3,164,950 2,494,610 1,008,721 3,503,331 354,000 11,370,000 31,583,734 43,307,734

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △3,276,852 43,445,941 1,218,263 △4,543,591 △3,325,328 40,120,613

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,297,108 △1,297,108

当 期 純 利 益 3,580,294 3,580,294

自 己 株 式 の 取 得 △2,647,123 △2,647,123 △2,647,123

自 己 株 式 の 処 分 745,657 745,657 745,657

自 己 株 式 処 分 差 益 970,034 970,034

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 444,208 － 444,208 444,208

当 期 変 動 額 合 計 △1,901,466 1,351,754 444,208 － 444,208 1,795,962

当 期 末 残 高 △5,178,318 44,797,696 1,662,471 △4,543,591 △2,881,119 41,916,576

株主資本等変動計算書
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重要な会計方針

⑴　有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日
以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降取得の建物附属設備および構築
物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　８年～65年

⑵　無形固定資産
（リース資産を除く）

ソフトウエア（自社利用分）については、社内におけ
る利用可能期間（５年間）に基づく定額法によってお
ります。

４．外貨建の資産および負債の本邦
通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準および評価方法
⑴　子会社株式 移動平均法による原価法
⑵　その他有価証券 ①　市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

②　市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準および評価方法
⑴　製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）
⑵　商品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）
⑶　貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
３．固定資産の減価償却の方法

⑶　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

５．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

⑵　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準に基
づき計上しております。

⑶　役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべ
き支給見込額を計上しております。
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重要な会計方針

業務用厨房機器販売業 業務用厨房機器販売業においては、業務用厨房機器の
熱機器（スチームコンベクションオーブン、フライヤ
ー、ガスレンジ、食器洗浄機、ゆで麵機等）および作
業機器（作業台、シンク等）並びに部品他の製造およ
び販売並びに厨房機器の仕入商品（冷機器、調理サー
ビス機器）の販売を行っております。
製品および商品の販売に係る収益は、当社から製品お
よび商品を運送して設備人員が据付を行う設備設置取
引並びに他社商品メーカーから顧客に直接運送を行う
直送取引においては、顧客の指定する納品場所での据
付作業が完了した時点で、当該製品および商品に対す
る財又はサービスの支配が移転して、履行義務を充足
したと判断し、当該時点で収益を認識しております。
設備設置を伴わない取引、又は備品や消耗品等の梱包
発送取引による製品および商品の販売に係る収益は、
国内販売において出荷時から当該製品および商品の支
配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である
場合には、出荷時に収益を認識しております。
修理保守に係る収益は、主に販売した製品又は商品の
修理保守であり、顧客の依頼による修理が完了した時
点又は保守契約に基づく定期点検が完了した時点で履
行義務を充足したと判断し、当該時点で収益を認識し
ております。
いずれの事業の収益も、顧客との契約において約束さ
れた金額で測定しており、その対価は履行義務を充足
してから主として１年以内に受領しております。
なお、重要な金融要素は含んでおりません。

⑷　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上
しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に
よる定額法により按分した額を、それぞれの発生の翌
事業年度から損益処理しております。

⑸　株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員等の当社株式の給付に備
えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込
額に基づき計上しております。

６．重要な収益および費用の計上基準
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重要な会計方針

退職給付引当金 1,197,539千円

１．有形固定資産の減価償却累計額 9,135,906千円
２．関係会社に対する金銭債権および金銭債務
⑴　短期金銭債権 1,053,705千円
⑵　短期金銭債務 709,534千円

再評価を行った土地の期末における時価と
再評価後の帳簿価額との差額 334,151千円
（上記差額のうち賃貸等不動産に係るもの） 323,128千円

関係会社との取引高　　　　　　営業取引　売上高 257,189千円
仕入高 16,220,202
その他 41,112

営業取引以外の取引高 1,158,299

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月
17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算
定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針
が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
　なお、これによる、当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

（追加情報に関する注記）
（「自己株式の取得」および「株式給付信託における取引の概要等」）
　連結計算書類注記「（追加情報に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記
を省略しております。

（会計上の見積りに関する注記）
（退職給付引当金）
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
　当社の退職給付費用、退職給付債務は割引率、昇給率、死亡率等さまざまな仮定に基づ
き算出しております。この内割引率は、国債の市場利回りに基づき算定しております。ま
た、年金資産の長期期待運用収益率は各年金制度の年金運用資産方針に基づき決定してお
ります。これらの見積りに用いた仮定には将来の不確実性を伴うため、見積りの仮定に変
更が生じた場合には、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与
える可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

３．土地再評価
　「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土
地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。
再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号
に定める地価税の課税標準価格に合理的な調整を行い算出しております。
再評価を行った年月日　　　　　　2002年２月28日

（損益計算書に関する注記）
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重要な会計方針

普通株式 3,968,056株

繰延税金資産
賞与引当金 187,088千円
未払事業税 57,561
貸倒引当金 4,649
長期未払金 81,051
退職給付引当金 366,686
その他 98,482
小計 795,519

評価性引当額 △90,332
繰延税金資産小計 705,186

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △723,588
繰延税金負債小計 △723,588

繰延税金負債の純額 △18,402
土地再評価に係る繰延税金資産 1,510,711
評価性引当額 △1,510,711
土地再評価に係る繰延税金負債 △172,186
小計 △172,186
計 △190,589

法定実効税率 30.6％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2
住民税均等割 1.7
試験研究費の特別税額控除 △0.4
給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別
控除 △1.7

その他 △0.5
税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.9

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類および株式数

（注）当事業年度末の自己株式数には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する
当社株式（当事業年度末497,100株）を含めて表示しております。

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な項目別の内訳

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「重要な収益お
よび費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機および周辺機器等の一部についてはリー
ス契約により使用しております。
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重要な会計方針

（単位：千円）

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有者)割合

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取引金額(注７) 科 目 期 末 残 高

子 会 社 マルゼン工業㈱ 所有
直接100.0％

同社製品の仕入
資金の援助
役員の兼任

製品の仕入(注１) 16,206,105

前 渡 金 1,030,425
手数料の受取(注２) 464,746
固定資産の
賃貸(注３) 209,784

購買業務の
委託(注４) 201,485

受取利息 ( 注５ ) 57,495 長期貸付金
(注５) 4,000,000

子 会 社 ㈱フジサワ・
マ ル ゼ ン

所有
直接100.0％

同社製品の仕入
資金の援助
役員の兼任

製品の仕入(注１) 14,096 その他流動
負債(注６) 709,534手数料の受取(注２) 122,430

受取利息 ( 注５ ) 4,312 長期貸付金
(注５) 300,000

１．１株当たり純資産額 2,650.94円
２．１株当たり当期純利益 222.48円

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社および関連会社等

取引条件および取引条件の決定方針等
（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢等を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の

上で決定しております。
（注２）製品運送に関する費用および役務提供に関する費用の手数料の受取りについては、契約

に基づき実際に発生した金額並びに契約金額で行っております。
（注３）固定資産の賃貸料については、近隣の相場価格を参考に決定しております。
（注４）購買業務委託手数料については、一般の取引条件と同様に決定しております。
（注５）マルゼン工業㈱および㈱フジサワ・マルゼンに対する貸付については、市場金利を勘案

して決定しております。
（注６）㈱フジサワ・マルゼンとの取引において、当社からの運転資金等の送金と㈱フジサワ・

マルゼンからの回収資金等の債権債務相殺後の残高であります。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する株式給付信託に係る当社株式は、
１株当たり純資産額算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めておりま
す。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自
己株式に含めております。
当該信託口が保有する当事業年度の当社株式の期末株式数は497千株であり、期中平均
株式数は52千株であります。

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

取 締 役 会 　 御 中

東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 直 幸
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平 岡 伸 也

2024年４月12日
株式会社マルゼン

ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社マルゼンの2023年３月
１日から2024年２月29日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社マルゼン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

取 締 役 会 　 御 中

東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 直 幸
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平 岡 伸 也

2024年４月12日
株式会社マルゼン

ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社マルゼンの2023
年３月１日から2024年２月29日までの第63期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
  当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
  計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
  当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
  その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年3月1日から2024年2月29日までの第63期事業年度における取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規則に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議
の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書及び株主資本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1)　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)　連結計算書類の監査結果
　会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常 勤 監 査 役
(社外監査役) 久 野 敬 之 ㊞
監 　 査 　 役
(社外監査役) 長 坂 　 修 ㊞
監 　 査 　 役
(社外監査役) 棚 橋 雅 昭 ㊞

2024年４月12日
株式会社マルゼン　監査役会

　

監査役会の監査報告

以　上
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　配当につきましては、株主様への利益還元をもっとも重要な課題の一つと
考え、安定的かつ継続的に行うことを基本方針として、連結配当性向の目安
を40％としております。
　一方で内部留保につきましては、将来の安定拡大に向けた研究開発や設備
投資、マーケットシェア拡大のための投資等、企業価値向上のための投資に
優先的に活用してまいります。
　当期の利益につきましては好調に推移し、過去最高を更新することができ
ました。これもひとえに、株主の皆様をはじめ、関係各位のご支援の賜物
と、心より感謝申し上げます。
　つきましては、期末配当の１株あたり普通配当金を前期の45円から10円
増配して１株につき55円（通期では前期に比べ20円増配の90円）といたし
たいと存じます。
　この方針にもとづいて、当期の期末配当金を以下のとおりといたしたいと
存じます。
①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株につき金55円といたしたいと存じます。
　なお、この割当てにおいては自己株式3,470,581株を除外しており、こ
の場合の配当総額は897,018,045円となります。
（注）中間配当は35円であり、これを合わせた年間配当金は、１株に

つき金90円となります。
③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2024年５月30日といたしたいと存じます。
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取締役選任議案、監査役選任議案

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

1

た
田 

なか
中　

よし
快 

の
之 

すけ
輔

(1974年2月17日)

    1997年    7 月 当社入社
    2005年    9 月 西東京営業所（現　吉祥寺営業所）所

長
    2009年    9 月 品川営業所（現　品川支社）所長
    2017年    3 月 首都圏ルート支社　支社長
    2024年    3 月 執行役員　首都圏事業部長（現任）

1,200株

取締役候補者とした理由
田中快之輔氏は、長年営業所の長を歴任して豊富な経験と業界知識を有し、市場の大き
い首都圏での運営に実績を示していることから、取締役としての職務を適切に遂行でき
るものと判断いたしました。

2

すが
菅　

ぬま
沼　

とも
友　

こ
子

（1960年4月13日)

    1990年    4 月 弁護士登録
東京中央法律事務所入所（現任）

    2010年    4 月 第二東京弁護士会副会長
    2011年    4 月 日本弁護士連合会常務理事
    2015年    4 月 日本司法支援センター本部第一事業部

長
    2022年    4 月 第二東京弁護士会会長

日本弁護士連合会副会長
    2024年    4 月 関東弁護士会連合会理事長（現任）

－株

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
菅沼友子氏は、弁護士として企業法務、コンプライアンスに精通していることから、客
観的立場から当社の経営に対する監督や有効な助言を期待し、社外取締役候補者といた
しました。なお、同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験は
ありませんが、上記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行ができるものと
判断しております。

第２号議案　取締役２名選任の件
　営業体制強化のため、営業担当取締役を１名選任し、またコーポレートガバナ
ンス体制強化のため、社外取締役を１名増員いたしたく、取締役２名の選任をお
願いいたしたいと存じます。
　なお、本総会において選任された取締役の任期は、当社定款の規定により他の
在任取締役の任期の満了する時までとなります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 田中快之輔氏および菅沼友子氏は、新任の取締役候補者であります。
２. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３. 菅沼友子氏は、社外取締役候補者であります。同氏は、東京証券取引所の定める独立

役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認された場合は、当社は同氏を独立役員
に指定する予定であります。

４. 菅沼友子氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、当社定款および会社法第
427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が定
める額に限定する契約を締結する予定であります。

５. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の
執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生
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取締役選任議案、監査役選任議案

ずることのある損害を、当該保険契約により塡補することとしております。各候補者
が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契
約を更新する予定であります。

６. 菅沼友子氏の戸籍上の氏名は上栁友子であります。

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

すず
鈴 

き
木　

み
三 

え
枝 

こ
子

(1962年7月10日)

    2002年    4 月 税理士登録
二又会計事務所勤務

    2012年    8 月 鈴木三枝子税理士事務所開業（現任）
－株

社外監査役候補者とした理由
鈴木三枝子氏は、税理士としての豊富な経験や実績、幅広い知識と見識を有しておられ
ることから、社外監査役としての職務を適切に遂行できるものと考え、有効な助言を期
待し、社外監査役候補者といたしました。なお、同氏は社外役員となること以外の方法
で会社の経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により社外監査役としての職
務を適切に遂行できるものと判断しております。

第３号議案　監査役１名選任の件
　監査役長坂修氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、改めて
監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１. 鈴木三枝子氏は、新任の社外監査役候補者であります。
２. 鈴木三枝子氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
３. 鈴木三枝子氏は、社外監査役候補者であります。同氏は、東京証券取引所の定める独

立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認された場合は、当社は同氏を独立役
員に指定する予定であります。

４. 鈴木三枝子氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、当社定款および会社法
第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が
定める額に限定する契約を締結する予定であります。

５. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の
執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生
ずることのある損害を、当該保険契約により塡補することとしております。鈴木三枝
子氏が監査役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保
険契約を更新する予定であります。

以　上
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地図

新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応とお願い

①　当社役員およびスタッフは原則マスク着用にてご対応させていただきます。
②　会場内では咳エチケット等へのご協力をお願いいたします。
③　体調が悪いと見受けられる方は、他の株主様の安全確保の観点からご入場をお
断りさせていただく場合がございます。

④　株主総会所要時間の短縮を目指して運営いたします。

株主総会会場ご案内図
三井住友
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鶯谷健診センター
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東口

　　　会場：東京都台東区根岸二丁目19番18号
　　　　　　当社本社　２階多目的ホール

<交通のご案内>　○ＪＲ・京成日暮里駅下車、南口より徒歩７分


